
（別記3 別紙様式第4号）

令和７年 9 月 1 日

１ 地域取組主体の概要

6人

（注1）主な組織の事業内容は、具体的に記載する。

（注2）構成員の所在地が複数の都道府県に跨る場合、所在する都道府県名をそれぞれ記入すること。

２ 事業実施体制

（注）実施に必要な関係機関との実施体制を記載する。

３ 女性農業者グループの立ち上げ、グループ活動の開始又は発展のための新たな取組に係る計画

取組区分

④研修会 ア
キックオフ今回の目的の確認と各

自の役割分担、行政も一緒に行う
2 6

①商品等開発（企

業との連携を伴う

もの）
イ

新商品開発に向け、ビール会社と

打ち合わせを行う
2 3

①商品等開発（企

業との連携を伴う

もの）
ウ

農村の価値を考え持続可能な無理

のない体験型商品を開発していく
2 6

④研修会 エ

開発した新しい企業とのプランニ

ングをリリースするチラシ作成・

配布

2 3

8 18

(注1)

(注2)

(注3)

10月～12月

11月～12月

未来を紡ぐ勝沼協議会

山梨県甲州市勝沼町菱山１４２５

三森 かおり

有限会社ぶどうばたけ 耕作放棄地予防の栽培維持管理・加工・販売  菱山中

央醸造有限会社 昭和初期から続く地元農業者の手絞りの葡萄酒蔵 （株）日本

能率協会  日本の成⾧を支援する総合コンサルティング   （株）セカンド

プランニング   企業の課題解決のコンサルティング

女性農業者の人

数：

（注2）

令和６年度女性の就農環境改善・活躍推進事業

（女性農業者グループの活動支援）計画書

名称

所在地

代表者

主な組織の事業内容

（注1）

取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際は、「事業

費」及び「国庫補助金」の欄を削除すること。

「内容」の欄に取組の実施場所・範囲についても記載すること。

「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること

区分番号
実施

回数

参加する

女性農業

者の人数

（１）地域内で活動する場合（注）

①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他

内容時期 備考

1月

計

10月～12月

有限会社ぶどうばたけ

生産・加工・販売

菱山中央醸造有限会社

仕込み・蔵出し体験

プロペラ（福祉施設）

草取り・加工ぶどう収穫

未来を紡ぐ勝沼協議会

農村の女性活躍を中心に、地域資源

や葡萄酒・加工品の新商品開発と新

な女性活躍を模索する

（株）日本能率協会 コンサ

ルティング（JMAC）

企業・個人向けに新な体験・

販売の仕組みを構築し実現化

の模索

甲州市・峡東農務事務所

一般社団法人富士地域商社

地域の資源の活用を元に新しい体験型地域活性の無理ないプランニングと企業と地

域をつなげるアドヴァイスを俯瞰し具現化できるようアドヴァイスを行う。



取組区分

0 0 0

(注1)

(注2)

(注3)

（３）企業との協働が含まれる場合（注）

（注1）企業と協働して取り組む内容を記載すること。

※

※

※

計 0

具体的な取組内容

（株）日本能率協会コンサルティング 有限会社ぶどうばたけ 菱山中央醸造有限会社

農村の活性化のために、課題解決を新な仕組みを作り解決する。資源の見直しと、果樹振興基本方針

を踏まえ、耕作放棄地予防の活用で加工ぶどう栽培、加工品・体験・販売戦略などを学び、農村の女

性活躍・新規就農者のてレーニングファームなど現地の課題解決を試みる。新たな企業を賛同してい

ただき地域を支えていただく仕組みを作る

協働する企業名

取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際は、「事業

費」及び「国庫補助金」の欄を削除すること。

「内容」の欄に連携の内容、取組の実施場所・範囲についても記載（都道府県を越える連携・活動内容につい

て明記）すること。

「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること

事業費

（千円）
備考

国庫補助金
区分番号 時期 内容

実施

回数

参加する

女性農業

者の人数

（２）都道府県を越えた活動が含まれる場合（注）

①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他

国が必要と求める資料については、求めに応じ、遅滞なく提出しなければならない。

添付資料のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載す

ることにより当該資料の添付を省略することができる。

必要に応じ、計画の詳細等を記載した資料を添付すること。


